桜島の流下土砂を細骨材として用いたコンクリートの海洋環境下におけるアルカリシリカ反応性 by unknown
研究報告（様式２） 
  1／10  
桜島の流下土砂を細骨材として用いたコンクリートの 
海洋環境下におけるアルカリシリカ反応性 
 
池田 正利†  
 
 
Alkali silica reactivity of the concrete using debris flow sediment in Sakurajima 
 as fine aggregate under marine environment 
 
Masatoshi IKEDA 
 
 
This study aims to examine the possibility of using debris flow sediment effectively as the substitution 
aggregate of sea sand. The debris flow sediment is dealt with as the trouble that has no way other than being used 
as for the reclamation. Its density and particle size are of good quality as fine aggregate for concrete. The debris 
flow sediment contains many volcanic minerals which cause ASR. Concrete with aggregate to cause ASR under 
the marine environment there is a fear that the reaction is accelerated by the penetration of chloride ions.  
In this study, the concrete that has taken the ASR control measures were exposed under marine environment, 
it was verified the inhibitory effect on ASR. Currently, the degradation of the concrete is not seen by the ASR but 
various test results 5 years after exposure has elapsed.  
  
Keywords : Debris flow sediment , Fine aggregate , ASR, Under marine environment  
 
１ まえがき 
鹿児島県では，過去にコンクリート用細骨材として
海砂が全細骨材供給量の 70～80%を占めていた．しか
し，海砂の採取に伴う漁場環境の悪化が問題となり，
近年は海砂の採取量が厳しく制限される状況にある 1)．
このような現状を受けて海砂の代替骨材の研究開発が
望まれている． 
そこで，本研究では海砂の代替骨材として桜島の流
下土砂に着目した．桜島の流下土砂は，降雨時に山腹
に堆積した降灰が浸食され土石流となって河川に流下
し，山麓部や河口に多量の土砂となって堆積した土石
流土砂である．この土石流によって河口や砂防堤に堆
積する土砂は膨大な量である．土石流災害防止の目的
で，流下土砂が堆積した河床は頻繁に浚渫され，年間
約 30 万 m3の流下土砂を除去している．除去した流下
土砂は，埋め立て用土砂として利用される他は，利用
方法のない厄介物として鹿児島市有村・赤水地区の処
理場に堆積処理されている．また，黒神砂防堤内には 
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有村処分場の数十倍の流下土砂が堆積している． 
流下土砂は，粒度組成がコンクリート用細骨材に近く，
密度・吸水率や粒度分布の物理特性が良好である． 
この桜島の流下土砂を海砂の代替骨材として有効に
活用できれば，鹿児島県における有用な資源となる．
また，流下土砂に類似した火山性骨材を抱える地域に
おいては，コンクリート用骨材への有効な資源活用に
繋がる． 
これまでの研究により，流下土砂はコンクリート用
細骨材として，海砂に劣らない施工性や強度が得られ，
弾性係数も同程度の圧縮強度で海砂よりも大きい値が
得られた．ただ，流下土砂は火山性の骨材であり火山
ガラスを多く含み，アルカリシリカ反応（以下，ASR）
を引き起こす骨材であることも明らかになった 2)． 
ASRを引き起こす骨材を用いる場合は，平成14年に
ASR 抑制対策として，コンクリート中のアルカリ総量
の規制または抑制効果のある混合セメントの使用を優
先し，コンクリートの施工を行うように国土交通省よ
り通達がなされている 3)． 
ASR を引き起こす反応性骨材を使用したコンクリー
トは，海洋環境下では外来塩の浸透により ASR が促進
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されるのではないかとする研究が報告されている 4)． 
国土交通省の通達では，海水または潮風の影響を受
ける地域において，ASR による損傷が構造物の安全性
に重大な影響を及ぼすと考えられる場合，塩分の浸透
を防止するための塗装等の措置を講ずることが望まし
いとある．しかし，塩分の浸透を防止するための塗装
は経費的に問題がある．そこで，外来塩の浸透がみら
れる海洋環境下においても ASR 抑制効果のあるコンク
リートが望まれる． 
 本研究は，細骨材に流下土砂を用いて ASR 抑制対策
を講じたコンクリート供試体を作製し，実海洋環境下
に曝露して，アルカリシリカ反応性及びコンクリート
の耐久性に関する検討を行った．具体的には，流下土
砂を細骨材として用いたコンクリートと ASR を引き起
こさない海砂を用いたコンクリートで供試体を作製し，
飛沫帯，干満帯，海中の 3ステージを設けた海洋曝露
施設で曝露実験を実施した．加えて，流下土砂と海砂
の混合砂を用いたコンクリートに関して同様な実験を
行った． 
 実験は，コンクリートの長さ変化率，動弾性係数，
圧縮強度，引張強度，中性化深さ，塩化物イオン濃度
を測定し，曝露環境の違いによるアルカリシリカ反応
性や耐久性について検討を行った．本論では，海洋曝
露開始から 5年経過した実験結果を報告する． 
 
２ 使用骨材の物理・化学特性 
本研究で使用した細骨材の物理・化学特性を示す．
海砂は，佐多沖産で密度 2.54 g/cm3，吸水率 2.64%，
粗粒率 2.13，川砂は蒲生産で密度 2.59 g/cm3，吸水率
3.04%，粗粒率 2.13 を使用した．流下土砂は，野尻川
を浚渫し赤水処理場に野積みされている桜島赤水処理
場産で密度 2.51g/cm3，吸水率 1.43%，粗粒率 2.65 を
使用した．赤水流下土砂の化学組成は，主に火山性安
山岩から成っており多くの火山ガラスを含んでいる 2)．
その化学組成は，安山岩骨材の主要な化学成分である
SiO2(58.1%)と Al2O3(17.9%)が占めている．アルカリ分
は Na2O が 3.23%で，K2O を 1.55%含んでおり，安山岩の
平均値に近い値を示した 5)．その他の特徴として，
Fe2O3(7.41%)と MgO(2.81%)の含有量が安山岩の平均値
に比べ多く，特に Fe2O3の含有割合が多い特徴を示して
いる．ところで，桜島の流下土砂は火山噴出物を多く
含むため硫化物の含有が最も懸念されたが，土石流 
として河川へ流出し，さらに長期に亘り処理場に野積
みされていたため，全硫黄含有量は海砂より少ない分
析結果となった 2)． 
表－1 化学法による Rc 量と Sc 量の分析結果 
骨材種類 アルカリ濃度減少量Rc（mmol/l）
溶解シリカ量
Sｃ（mmol/l） Sc/Rc
赤水流下土砂 59 226 3.8
佐多産海砂 112 121 1.1
蒲生産川砂 125 134 1.1  
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図－1 骨材ごとのモルタルバー法による膨張率 
 
３ 骨材のアルカリシリカ反応性 
骨材のアルカリ濃度減少量（Rc）と溶解シリカ量（Sc）
の分析結果を表－1 に示す．赤水流下土砂は，溶解シ
リカ量（Sc）が多く，アルカリ濃度減少量(Rc)は極端
に小さい．ASR の反応効率である Sc／Rc は 3.8 で，海
砂や川砂に比べて ASR 効率が大きい． 
図－1 に，赤水流下土砂と県内の海砂また川砂のモ
ルタルバー法（JIS A 1146）によるアルカリシリカ反
応性試験結果を示す． 
赤水流下土砂は，モルタルバー法で 26 週の材齢で膨
張率が 0.223%となり「無害でない」と判定される．化
学法で「無害でない」と判定された海砂と川砂は，モ
ルタルバー法で膨張率が 0.1%以下となり「無害」の判
定となった． 
 
４ コンクリートに対する ASR 抑制対策 
桜島の流下土砂は，ASRに対する反応効率が大きい火
山性骨材である．このような桜島の流下土砂をコンク
リート用細骨材に用いる場合，流下土砂のアルカリシ
リカ反応性を十分把握することが重要である．流下土
砂のASR効率や反応を示すアルカリ量のしきい値，また
ペシマム混合割合，さらに，流下土砂の微粒分のASR
への影響等を検討した．その結果，赤水流下土砂は反
応効率が大きく，他の骨材との混合割合において独特
のペシマム混合割合を示し，赤水流下土砂の微粒分は
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ASRを助長することが分かった6), 7)．このようなアルカ
リシリカ反応性を示す流下土砂をコンクリート用細骨
材として用いるためには，ASRの抑制効果を十分に確認
した上で用いなければならない．また，ASRは骨材の反
応効率だけで決まるものではなく，構造物におけるASR
の進行速度は，骨材の反応性やコンクリートの配合ま
た構造物が供用される使用条件や環境条件によって影
響される7)．さらに，練り混ぜ時または硬化後に，コ
ンクリートに供給されるNaCl がASR による膨張を促
進することはよく知られている8),9)．その影響は，等価
Na2O量に換算するとセメント中のアルカリ量と同等も
しくはそれ以上である．そのため，海砂等に混入する
NaClの影響を考慮して，コンクリート中のアルカリ総
量が規制されている． 
海岸および海洋構造物のような海洋環境下では，外
部よりコンクリート構造物に供給されるNaClにより
ASRが促進されたコンクリートの劣化が報告されてい
る．青山10)，羽渕11)らは，海洋環境に曝されている実
構造物のASRによるコンクリートの劣化に関する実証
的研究を行い，外部から供給されるNaClがASRに及ぼす
影響およびそのメカニズムを解明することによって，
その抑制対策を検討する必要があるとしている．その
ために，反応性を示す骨材を使用する場合は，コンク
リートの配合条件や構造物が供用される環境を考慮し，
適切なASR抑制対策を講じる必要がある． 
さらに，講じられた対策が適切であるかは，実験的
に確認する必要がある．現行では，ASR 抑制対策が講
じられたコンクリートにおいて，その抑制対策が適切
であるかの確認は，適切なアルカリシリカ反応性試験
をクリアーすることで判断している． この抑制効果の
確認試験としてモルタルバー法とデンマーク法が近年
よく採用されている． 
デンマーク法による ASR 抑制効果の確認は，ASR 抑
制対策を講じたコンクリートを１週間の標準水中養生
を行った後，NaCl 飽和溶液に浸せきし，材齢ごとの長
さを測定した結果より判定する．このデンマーク法は，
混合セメントの種類によって異なる塩化物イオンやア
ルカリイオンの遮蔽性を確認する必要がある場合に最
も適している.図－2に，モルタルバー法で行った高炉
セメント（高炉スラグ置換率 15%～65%）の ASR 抑制効
果を，図－3 にデンマーク法による高炉セメント（高
炉スラグ置換率 40%～65%）の ASR 抑制効果を示す．ま
た，図－4 にモルタルバー法による混合割合と膨張率
の関係を示す．なお，デンマーク法では膨張率が 0.1%
未満ならば膨張性なし，0.1～0.4%ならば不明確，0.4%
以上ならば膨張性ありと判断することにした．  
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図－2 モルタルバー法による高炉スラグの置換率と膨
張率の関係 
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図－3 デンマーク法による高炉スラグの置換率と膨張
率の関係 
 
図－2 より，高炉スラグの置換率の違いによる ASR
の抑制効果は，置換率 25%は抑制効果が不十分であり，
高炉セメント B種の範囲にある 35%で膨張率が 0.1%以
下に抑制された．C種の範囲にある 65%の膨張率が最も
小さくなっているが，C 種は一般によく使用されると
は言えず，使用する際は，コンクリートの中性化に対
する耐久性や初期強度の発現を十分検討した上で使用
する必要がある． 
図－3の高炉スラグの置換率の違いによるASRの抑制
効果は，置換率 45%では浸せき期間が 8 週を経過した
時点で急激に膨張している．試験の最終材齢 13 週には
0.388%まで膨張した．しかし，置換率を 50%まで増加
すると 13 週を経過してもほとんど膨張していない． 
置換率が 5%増加しただけで抑制効果が飛躍的に向上
している．  
図－4 は，モルタルバー法に準じて行った流下土砂
と海砂の混合割合ごとの膨張率を示す．普通ポルトラ
ンドセメントを用いたペシマム混合割合は，質量比で 
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図－4 モルタルバー法による混合割合と膨張率の関係 
 
流下土砂が 60%，海砂が 40%であった．これより，混合
砂を細骨材として用いたコンクリートのアルカリシリ
カ反応性と ASR 抑制効果の検証は，流下土砂が 60%，
海砂が 40%の混合砂を用いることにした．ただし，セ
メントを高炉セメント（高炉スラグ置換率 45%）とし
た場合の膨張率は，全ての混合割合で膨張率が 0.1%以
下に抑制されている． 
 
５ 海洋曝露実験 
火山性骨材であり ASR を引き起こす流下土砂を細骨
材として用いたコンクリートを海洋コンクリートへ適
用するために，アルカリシリカ反応抑制対策として高
炉セメントを使用した．本研究では，実海洋環境下の
曝露実験を通し，外部から浸透するアルカリイオンに
より引き起こされるASRについて，高炉セメントのASR
抑制効果の検証を行う．なお，高炉セメントは，モル
タルバー法とデンマーク法で行った実験結果をもとに，
高炉スラグの置換率が 45%～55%のものを使用した．ま
た，比較セメントとして普通ポルトランドセメントを
用いた．さらに，流下土砂と海砂の混合砂を用いたコ
ンクリートにおいても高炉セメントの ASR 抑制効果の
検証を行った． 
 
５．１ 実験概要 
平成 18 年度に作製し海洋曝露施設に曝露養生し，材
齢が 5年に達したコンクリート供試体に関して，塩化
物イオン濃度測定試験，長さ変化試験，圧縮強度試験，
引張強度試験，中性化深さ測定試験，動弾性係数測定
試験を行った．また，流下土砂と海砂の混合砂を用い
たコンクリートに関して，長さ変化試験，動弾性係数
測定試験を行った． 
 
５．２ 海洋曝露実験施設の設置場所 
コンクリート供試体の曝露は，鹿児島市七ツ島防波
堤の海洋曝露施設で実施した．海洋曝露施設の位置を
図－5の●で示す． 
 
５．３ 海洋曝露施設の概要 
飛沫帯・干満帯・海中の 3ステージに分けた海洋曝
露施設の平面図と断面図を図－6に示す． 
 
 
 
図－5 海洋曝露施設の位置 
海洋曝露ステージ
平面図 供試体曝露位置
海中ステージ
①
②
③
干満帯ステージ
堤防
飛沫帯ステージ海中ステージ
干満帯ステージ
飛沫帯ステージ
断面図
①Ｌ．Ｗ．Ｌ
②Ｌ．Ｗ．Ｌ上1.5ｍ(ほぼ平均海面)
③Ｈ．Ｗ．Ｌ
図－6 海洋曝露施設の平面図と断面図 
 
５．４ コンクリートの使用材料 
細骨材：流下土砂（鹿児島市桜島赤水処理場産，
2.51g/cm3，粗粒率 2.65），海砂（鹿児島県
佐多沖産，密度 2.54g/cm3，粗粒率 2.13） 
粗骨材：石灰石（大分県津久見産の非反応性の石灰石
（密度 2.71g/cm3） 
使用セメント：普通ポルトランドセメント（密度
3.15g/cm3，全アルカリ量 NaOeq 換算
で 0.62%） 
高炉スラグ微粉末：密度2.88g/cm3，比表面積4180cm2/g 
使用混和剤：AE 減水剤 
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５．５ コンクリートの種類 
コンクリートの種類はコンクリート標準示方書に沿
って，海中に浸せきしたコンクリートの水セメント比
は 50%とし，干満帯と飛沫帯の水セメント比は 45%とし
た．高炉セメントの高炉スラグ置換率は 45%，50%，55%
とした．また，コンクリートのスランプ範囲を 8±
1.5cm，空気量の範囲を 4.5±1%としコンクリートを作
製した． 
表－2 に，海洋曝露施設に曝露したコンクリートの
種類ごとに骨材種類，セメント種類，水セメント比，
スラグ置換率，細骨材率，曝露場所を示す．なお，普
通ポルトランドセメントを使用したコンクリートは，
コンクリートの総アルカリ量は 3kg 以下である． 
混合砂の流下土砂と海砂の混合割合は，質量比で流
下土砂が 60%，海砂は 40%とした．水セメント比は，海
洋環境に曝されることを考慮し 45%と 50%とした．また，
高炉セメントの高炉スラグ置換率は 45%と 50%とした． 
 
５．６ 試験方法と供試体形状と寸法について 
圧縮強度試験は JIS A 1108，引張強度試験は JIS A 
1113，中性化深さ測定試験は JIS A 1152，長さ変化率
試験はJIS A1129-3， 動弾性係数測定試験はJIS A 1127， 
塩化物イオン濃度測定試験は JIS A 1154 の試験法に準
じて行った．表－3 に，試験項目と各試験に用いた供
試体寸法を示す． 
塩化物イオン濃度測定試験に用いた供試体は，1 辺
を 15cm の立方体とし，1方向に対しての塩分の浸透状
況を検討するために，底面と側面は樹脂でコーティン
グした．試料採取方法を図－7 に示す．供試体より，
中央部の浸透面(7×7cm)と奥行き 15cm の立方体を切
り出し，浸透面であるコンクリート表面から 3cm まで
は 1cm 間隔で，3cm から 9cm までは 2cm 間隔とし計 6
個をカットした．その後，この試料を粉砕し，溶液を
電位差自動測定装置で塩化物イオン量を測定した． 
 
６ 海洋曝露実験結果 
海洋環境下に曝露した流下土砂を細骨材として用い
たコンクリート（以下，流下土砂コンクリート）と海
砂を用いたコンクリート（以下，海砂コンクリート）
の塩化物イオン濃度測定試験，長さ変化試験，圧縮強
度試験，引張強度試験，中性化深さ測定試験，動弾性
係数測定試験結果を示す．最後に，混合砂を用いたコ
ンクリート（以下，混合砂コンクリート）の長さ変化
試験，動弾性係数測定試験の結果を示す． 
 
表－2 海洋曝露したコンクリートの種類 
骨材種類 セメント種類 水セメント比 スラグ置換率 細骨材率 曝露場所
飛沫帯
干満帯
50% - 40.5% 海中
飛沫帯
干満帯
飛沫帯
干満帯
飛沫帯
干満帯
45% 海中
50% 海中
55% 海中
飛沫帯
干満帯
50% - 35.5% 海中
飛沫帯
干満帯
飛沫帯
干満帯
飛沫帯
干満帯
45% 海中
50% 海中
55% 海中
飛沫帯
干満帯
飛沫帯
干満帯
45% 海中
50% 海中
35.5%
37.5%
38.5%
50%
混合砂 高炉セメント
45%
45%
50%
50%
45%
45%
50%
55%
39.5%
39.5%
40.5%
34.5%
34.5%
55%
50%
海砂
普通ポルトラ
ンド
セメント
45% -
高炉セメント
流下土砂
普通ポルトラ
ンド
セメント
45% -
高炉セメント
45%
45%
50%
 
 
表－3 各試験用供試体寸法 
実験項目 供試体寸法
圧縮強度試験 φ100×ｈ200（ｍｍ）
引張強度試験 φ150×ｈ200（ｍｍ）
中性化試験 φ150×ｈ200（ｍｍ）
長さ変化率(膨張率)試験 100×100×400（ｍｍ）
動弾性係数試験 φ100×ｈ200（ｍｍ）
塩化物イオン濃度試験 150×150×150（ｍｍ）  
 
 
 
図－7 塩化物イオン濃度試験用の試料採取方法 
 
６．１ 塩化物イオンの浸透について 
曝露材齢 5年が経過し，立方体の 1面を残し樹脂で
コーティングした供試体より 7cm×7cm の中央部を抜
き取り，コンクリート表面からの距離ごとに粉末にし
た試料に関して塩化物イオン量の測定を行った．測定 
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図－8 コンクリート種類別のコンクリート表面からの
距離ごとの塩化物イオン量 
結果は，横軸にコンクリートの表面からの距離を，
塩化物イオン量を縦軸とした．なお，コンクリートの
表面から 1cm の塩化物イオン量の結果は，コンクリー
ト表面から 0.5 cm の位置に，1 cm～2 cm は 1.5 cm，2 
cm～3 cm は 2.5 cm，3 cm～5 cm は 4 cm，5 cm～7 cm
は 6 cm，7 cm～9 cm は 8 cm の位置にプロットした．
測定結果をコンクリートの種類別に図－8に示す． 
コンクリート内部への塩化物イオン浸透量をセメン
トの違いで比較すると普通ポルトランドセメントの浸
透量の大きさが際立つ．海中に曝露した海砂コンクリ
ートでは，表面から 5～7cm で 7kg/m3にまで達してい
る．また，表面から 3～5cmの干満帯の浸透量も 10kg/m3
と大きい．外来塩化物イオンの鉄筋の腐食限界が 1.2 
kg/m3とされるが，腐食限界値を大きく超えている．一
方，高炉スラグの置換率 45%，50%，55%の結果は，表
面から 1～2cm の塩化物イオン量は全ての曝露場所に
おいて普通ポルトランドセメントより少ない．また，
どの置換率においても，表面から 3～4cm にはほとんど
塩化物イオンが浸透していない．普通ポルトランドセ
メントとの違いが明確に現れており，高炉セメントを
使用したコンクリートの塩化物イオンに対する遮蔽性
が高いことが明らかに分かる．  
高炉スラグ置換率が 45%で海中に曝露した流下土砂
コンクリートで海砂コンクリートに比較して塩化物イ
オンの浸透量が一部多い結果となっているが，全体的
には，海砂コンクリートの浸透量が僅かではあるが流
下土砂コンクリートよりも多い結果となっている．と
ころで，普通ポルトランドセメントを使用し海中に曝
露した流下土砂コンクリートの塩化物イオン浸透量は，
供試体が波により紛失してしまい測定できなかった． 
 
６．２ 長さ変化率の推移  
図－9に，5年間の長さ変化率の推移をコンクリート
の種類別に示す． 
全てのコンクリートの種類で有害とされる 0.1%以
上の膨張は確認されなかった．全体的に長さ変化率に
大きな変化なく，また，塩化物イオン量測定試験の結 
果において，普通ポルトランドセメントを使用した流
下土砂コンクリートおよび海砂コンクリートが，コン
クリート表面から 3～5cm の干満帯の塩化物イオン量
が共に 10kg/m3（この塩化物イオン量をアルカリ量に
換算すると約 8.7 kg/m3に相当する）に達したものの，
どの供試体でも 0.1%以上の膨張は見られなかった． 
普通ポルトランドセメントおよび高炉セメントを使
用した流下土砂コンクリートの長さ変化率は全て
0.1%以下で海砂コンクリートと同程度の長さ変化率に 
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図－9 コンクリート種類別の長さ変化率の推移 
 
留まっている．今回，実海洋環境下に曝露し曝露材齢
が 5年経過したコンクリートには大きな長さ変化は見
られなかった．これは，実験室で行ったデンマーク法
の結果と異なり，実海洋環境下の曝露実験では，塩化
物イオンの浸透量と長さ変化に明確な関連性が見られ
なかった． 
 
 
６．３ 圧縮強度の推移 
圧縮強度試験は，長期に亘る海洋曝露が圧縮強度に
与える影響と供試体の劣化状況を確認するために実施
した．図－10に曝露場所ごとの圧縮強度の 5年間の推
移を示す． 
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図－10 曝露場所ごとの圧縮強度の推移 
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飛沫帯では，どの供試体も高い強度を維持している．
普通ポルトランドセメントを使用したコンクリートお
よび高炉セメントを使用したコンクリートは，共に圧
縮強度の推移に異常はみられない．また，流下土砂を
用いたコンクリートは，海砂を用いたコンクリートに
大差ない圧縮強度の推移を示している． 
一方，干満帯と海中は，全ての供試体で強度の低下
が見られる．曝露開始 1年目から継続的な強度の低下
が見られ，曝露開始 5年目においては，強度の低下が
著しい．両曝露帯において，細骨材の違いやセメント
の違いに関係なく低下している．海砂コンクリートに
おいても干満帯や海中で圧縮強度が低下している点や
流下土砂コンクリートの長さ変化がほとんどなかった
ことやコンクリート表面にひび割れ等が確認できなか
った点を合わせて考えると，ASR によるコンクリート
の劣化が原因となり圧縮強度の低下が生じたものでは
ないと考えられる．このような干満帯や海中における 
強度低下の一因として，海水の化学的浸食による水酸
化カルシウムの溶出とエトリンガイトの生成が原因と
考えられる 12)．加えて，干満帯と海中の供試体はとも
に波による供試体端部の欠損や端面の悪化が見られた
ことも強度低下の要因となっていると考えられる．強
度試験を行う際に供試体端面を硫黄キャッピングする
などの考慮が必要であったのではないかと思われる．
また，曝露場所の近くにはゴミ焼却場があることより，  
排水の水質等の調査を行い強度低下の関連性を今後，
調査する必要もあると考える． 
 
６．４ 引張強度の推移  
圧縮強度試験と同様に，海洋曝露が引張強度に与え
る影響と供試体の劣化状況を引張強度の面から確認し
た．図－11に，コンクリート種類別の引張強度の 5年
間の推移を示す． 
曝露開始 5年目の干満帯と海中では，引張強度が低
下しているものと伸びているものがあり，圧縮強度の 
低下と明確な相関は見られない．また，セメントや骨
材さらに曝露場所による違いも見られない．  
 
６．５ 動弾性係数の推移 
コンクリートの動弾性係数を測定し ASR によるコン
クリートの劣化を判断する手法は良く用いられる．動
弾性係数は，コンクリートにひび割れが生じると値が
大きく減少する．非破壊試験であることより，長期間
の曝露試験で同一供試体の動弾性係数の経時変化を検
討することが可能である．海洋環境下に曝露したコン
クリートの動弾性係数の経時変化を図－12に示す． 
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 図－11 コンクリート種類別の引張強度の推移 
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図－12 コンクリートの動弾性係数の経時変化 
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普通ポルトランドセメント，高炉セメントともに，ま
た，流下土砂，海砂の違いに関係なく同じような動弾
性係数の伸びが見られる．高炉スラグの置換率が 50%，
55%でも同様な動弾性係数の推移が見られた．材齢 1
年目から 5年目にかけて動弾性係数の経時変化がほと
んど見られない．動弾性係数の推移からも ASR による
コンクリートの劣化はすべてのコンクリートに生じて
いないと考えられる． 
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図－13 曝露場所ごとの中性化深さ 
６．６ 中性化深さ  
中性化とは，大気中の炭酸ガスがコンクリート中に
浸透し，コンクリート中の水酸化カルシウムと炭酸ガ
スの中和反応により炭酸カルシウムを生成することで，
アルカリ性を失う現象である．中性化に伴ってごく微
細なクラックが生じるが問題となるほどではなく，炭
酸ガスが反応した重量だけ重くなりコンクリートは緻
密になる．中性化の問題点は，鉄筋付近まで中性化が 
進み，鉄筋が発錆することによって体積が約 2.5 倍に
膨張し，コンクリートにひび割れが生じてしまう．そ
のため，コンクリート構造物の耐久性を考える上で中
性化を把握することは重要である． 
中性化深さ試験は，引張強度試験後の供試体断面に
フェノールフタレイン溶液を噴霧して中性化深さを測
定した．図－13 に，曝露場所ごとの中性化深さを示す． 
普通ポルトランドセメントに比べ高炉セメントは，供
試体の中性化深さに 2mm 程度の差はあるが，採用した
水セメント比が小さいこともあり，曝露場所の違いに
よる差もほとんどなく，曝露開始より 5年経過した時
点で全てのコンクリートで中性化はほとんど進んでい
ないことが分かった． 
 
７ 混合砂コンクリートの曝露試験結果 
ペシマム混合割合で流下土砂と海砂を混合した混合
砂を用いたコンクリートのアルカリシリカ反応性をこ
こは検討する．使用セメントの高炉スラグ置換率は
45%と 50%の高炉セメントである．海洋環境下に曝露し
たコンクリートの長さ変化率の経時変化を図－14 に
示す．さらに，動弾性係数の経時変化を図－15に示す． 
図－14に示すように，セメントや曝露場所の違いに
関係なく全てのコンクリートにおいて，膨張率は 0.1%
以下であった． 
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図－15 混合砂コンクリートの動弾性係数の推移 
 
動弾性係数の推移も図－15に示すように，材齢 1年
から 5年までほとんど変化が見られない．このことよ
り，流下土砂を単身で用いた結果と同様，ペシマム混
合割合の混合砂を用いたコンクリートでも ASR による
膨張やひび割れの発生は確認されなかった． 
 
８ 結論 
 本研究で得られた主要な結果をまとめると次のとお
りである． 
 
(1) 普通ポルトランドセメントを使用し干満帯，海中
に曝露したコンクリートは，表面から 3～5cm の塩
化物イオン量が 10kg/m3と大きい．海中では，表面
から 5～7cm で 7kg/m3と大きい．これに比べて，高
炉セメントを使用したコンクリートは，表面から
3～5cmの塩化物イオン量は1kg/m3程で非常に小さ
い．高炉セメントの遮蔽性が高いことが分かる． 
(2) 実海洋環境下に曝露して 5 年で全供試体において
膨張率が 0.1%を超えるものはなかった．流下土砂
を細骨材として用いたコンクリートが，海洋環境
下で ASR を促進している状況は見られない． 
(3) 材齢 1 年目から 5 年目に掛けて動弾性係数の値に
変化は見られない．動弾性係数の推移から ASR に
よるコンクリートの劣化はないものと考えられる． 
(4) 圧縮強度の低下はあるものの，長さ変化率に変動
がないことやコンクリート表面にひび割れ等が確
認できないことより，圧縮強度の低下が ASR によ
るコンクリートの劣化が原因となり圧縮強度の低
下が生じたものではないと考えられる． 
(5) 流下土砂を単身で用いた結果と同様，混合砂を用
いたコンクリートでも ASR の助長は確認できない． 
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